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省エネ法に基づく管理標準の作成と運用について 

 

調布市は，２０５０年までに二酸化炭素の排出を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」

を目指し，本年４月に市議会と共同で「調布市ゼロカーボンシティ宣言」を行いました。そ

の達成に向けて，市として率先的な取組を図り，市民や事業者の脱炭素社会の実現に向けた

取組を牽引するため，市有施設から排出される二酸化炭素を令和７（2030）年度に平成１５

（2013）年度比で ４０％削減する非常に高い目標を計画に定め，省エネ・再エネ施策の取

組を強化することとしました。 

つきましては，今後の公共施設における計画的な取組が重要となりますので，施設のエネ

ルギー設備管理のマニュアル（管理標準）の作成に向けて，各部門の御協力をお願いします。 

 

１ 管理標準とは 

エネルギー使用合理化のための設備管理マニュアル（運転管理，計測記録，保守点検，新設措置） 

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）により，事業者は，中長期的にみて

年平均１％以上のエネルギー消費原単位又は電気需要平準化評価原単位の低減を目標に，

「判断基準※」に定められた措置の実践（管理標準の設定，省エネ措置の実施等）が義務付

けられています。 

※判断基準…事業者が，エネルギーの使用の合理化の適切かつ有効な実施を図るための計画に関し，

判断の基準となる具体的な事項を，省エネ法第５条に基づき国が定めたもの（平成 21

年 3月 31 日経済産業省告示第 66 号） 

 

・事業者が遵守すべき判断基準は，① 基本事項と② 管理標準により構成されます。 

 

 

 

 

 

２ 省エネ法で求められている事項 

省エネ法を踏まえたエネルギー使用合理化の促進，事務事業における温室効果ガス排出量

削減に向け，施設の特性に応じた省エネルギーの取組が必要 

（１）省エネ法に基づく対応の必要性 

・事業者全体のエネルギー使用量（原油換算値）が合計して 1,500kℓ/年度以上である場合

は，そのエネルギー使用量を国に届け出て，特定事業者の指定を受けます。特定事業者

は，毎年国に提出する定期報告書の中で判断基準の遵守状況を報告することが求められ

ます。 

・調布市では，「市長部局」，「教育委員会」がそれぞれ特定事業者に該当します。  

① 基本事項 

② 管理標準 

組織全体の管理体制，取組方針，目標等を示すもの 

各施設のエネルギー設備概要，保有設備の管理内容・

管理基準を示すもの 

事業者が 

遵守すべき 

判断基準 
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（２）「事業者クラス分け評価制度」を踏まえた更なる省エネルギーの促進 

・定期報告書の内容に基づき，事業者はＳ・Ａ・Ｂ・Ｃのクラスに分けられます。 

・Ｂクラスの事業者については，判断基準の遵守状況，エネルギー消費原単位，電気需要

平準化評価原単位の推移等について確認するため「報告徴収」，「立入検査」等が行われ，

その結果，判断基準遵守状況が不十分と判断された場合，Ｃクラス（要注意事業者）と

なり指導等が行われます。 

・令和２年度実績は，市長部局はＳクラス，教育委員会はＡクラスとなりました。ゼロカ

ーボンシティを目指すため，Ｓクラスを達成すべく，各部署，各施設において省エネル

ギーに取り組む必要があります。 

 

 

 

 
※1 努力目標：5年間平均原単位を年 1%以上低減すること。 

※2 ベンチマーク目標：ベンチマーク制度の対象業種・分野において，事業者が中長期的に目指すべき水準。 

（出典：資源エネルギー庁ホームページ） 

 

 

 

 
（出典：資源エネルギー庁ホームページ） 

  

❚事業者クラス分け評価制度（SABC 評価制度） 

❚国によるチェック 

提出された 

定期報告書等の 

内容確認 
立入検査 

報告徴収 

工場等現地調査 公表・命令 



3 

３ 管理標準の作成について 

（１）対象範囲 

市長部局施設及び教育委員会施設のうち，一部大型公共施設＊１については，既に管理標

準を作成し，運用しています。今回は，その他の管理標準未作成の施設を対象とします。 

なお，管理標準の作成を行う施設は，公共施設マネジメント担当が調査・集約している

「施設カルテ」と整合を図った運用とする予定です。 

 

（２）管理標準の作成 

エネルギー設備の管理を専門としない職員でも作成・運用が行いやすいように，管理標

準の共通ひな型を環境政策課にて作成しました。これを基に，各課では所管施設のエネル

ギー設備の管理標準（p.1「１ 管理標準とは」の図の②参照）を作成していただきます。 

※ 作成に当たり，各施設のエネルギー設備の概要を把握するため，施設カルテ・施設図面等の確

認，現場確認が必要になる場合があります。 

※ 管理標準をすでに作成している大型施設＊１は，現在使用している管理標準の運用を継続します。 

※ 小中学校については，文部科学省が作成したひな型（「学校等における省エネルギー推進のため

の手引き～省エネのすすめ方・つづけ方～」（平成 31 年３月文部科学省大臣官房文教施設企画・

防災部））を基に，管理標準の様式を作成する予定です。部屋ごと（教室，体育館，教職員室な

ど）でまとめた学校用のひな型となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギー設備概要 
保有設備の管理内容・

管理基準 

＊１ 管理標準を既に作成している大型公共施設 

市役所本庁舎，文化会館たづくり，グリーンホール，総合福祉センター，ちょうふの里，  

総合体育館，仙川ポンプ場 

＊２ 共通ひな型の対象設備 

①照明設備     ②個別空調設備     ③事務用機器    ④昇降機設備 

⑤受変電設備    ⑥給湯設備       ⑦ボイラー設備   ⑧空調・換気設備（個別空調を除く） 

⑨空調用ポンプ設備 ⑩吸収式冷温水発生設備 ⑪冷却塔設備 

施設カルテ・施設図面 

・現場確認 

管理標準 

共通ひな型＊２ 

各施設で作成するもの 

＜管理標準＞ 

＜主な内容＞ 

○施設概要 

（建物用途，延べ床面積， 

構造，階数，竣工年月） 

○各設備の規格・数量等 

（電気設備，空調設備， 

給湯設備，昇降機設備， 

事務用機器 等） 

 

＜主な内容＞ 

以下に関する管理の実施 

内容と管理基準値 

○運転管理 

○計測記録 

○保守点検 

○新設措置 

必要事項を記入 保有する設備のみ適用 
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４ 今後について 

令和４年１月上旬：環境政策課から各施設担当課に管理標準の作成を依頼  

～令和４年３月 ：各施設担当課は共通ひな形を基に，各施設に対応した管理標準と 

なるよう一部修正して作成 
 

令和４年４月～ ：管理標準を作成した施設から段階的に運用開始 

※管理標準を運用する中でより機能的な内容としていく予定 
 

 


